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財務ハイライト
� （単位：百万円）

2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期
経常収益 23,474 25,448 27,328 29,664 31,882
経常利益 1,010 1,333 1,055 1,384 1,262
当期純利益 ６９１ 970 760 1,034 958
信託報酬 20,486 22,203 23,803 25,746 26,093
総資産額 2,638,179 3,190,818 3,642,035 6,048,540 5,587,511
銀行勘定貸出金 489,016 497,734 495,617 490,711 480,432
銀行勘定有価証券 3,526 1,524 1,525 1,518 19
信託財産額 244,492,362 254,745,521 288,919,038 412,455,956 431,921,913
信託勘定貸出金 ― ― ― ― ―
信託勘定有価証券

（信託勘定電子記録移転有価証券表示権利等を除く。） 195,598,723 202,037,758 234,488,210 347,490,127 356,284,249

信託勘定暗号資産及び履行保証暗号資産 ― ― ― ― ―
信託勘定電子記録移転有価証券表示権利等 ― ― ― ― ―
預金 25,632 26,195 28,403 47,945 45,842
純資産額 23,496 24,292 24,813 25,658 26,358
資本金 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

（発行済株式総数） （120千株） （120千株） （120千株） （120千株） （120千株）
単体自己資本比率（国内基準） 48.81％ 45.80％ 48.48％ 55.92％  39.17％ 
配当性向 25.0％ 25.0％ 25.0％ 25.0％ 25.0％ 
従業員数 798人 846人 891人 1,028人 1,091人

2023年3月期の事業の概況
金融経済環境

　2022年度は、新型コロナウイルス感染抑制のための行動制限が緩和されたことを受けて経済活動が活性化したことから、
4-6月期のGDP成長率が大きく上昇しました。一方、7月期以降は新型コロナウイルスの感染再拡大や物価上昇が重荷となり、
7-9月期がマイナス成長、10-12月期もほぼゼロ成長となり、伸び悩みの状態が続きました。
　国内株式市場では、日経平均株価は期初27,000円台で始まり、ロシアのウクライナ侵攻の長期化や、米国の急速な金融引
き締めに伴う景気後退懸念の高まりなどを背景に上値の重い展開が継続しました。一方で12月から年度末にかけて米国のイ
ンフレ率が鈍化に転じ、利上げペース緩和の期待などにより同株価はやや上昇し、年度末は28,000円台で終わりました。
　国内金利（10年物国債利回り）は、期初0.22％で開始し、海外金利の上昇や日本の物価上昇加速を受けて上昇圧力が高ま
る場面が頻発しました。この状況に対して、日銀が金利上昇を抑制したため、0.2％台前半を中心とする膠着した推移が継続し
ました。12月には日銀による金融緩和政策の修正決定を受けて同金利が上昇に転じましたが、3月には現行の金融緩和政策
の維持が決定されたことや欧米の金融システム不安台頭を受けて再び低下し、年度末は0.38％で終了しました。
　外為市場では、期初に1ドル122円台で取引が始まり、米国の急速な利上げによる日米金利差の拡大や日本の多額の貿易
赤字を受けて一時150円を突破しましたが、米国のインフレ鈍化などを受けて反転し、年度末は133円台で終了しました。ユー
ロは期初に1ユーロ135円台で取引を開始した後、欧州中央銀行による急速な利上げなどによりユーロ高の展開となり、年度
末は145円台で終了しました。

事業の経過および成果等
資産管理業務は、主に年金や投資信託などの信託資産は大幅な増加（減少）により、資産管理残高は、615兆円（前期比43

兆円増）となりました。
当期の損益は、経常収益31,882百万円（前期比2,218百万円増）を計上する一方、経常費用については30,620百万円（同

2,340百万円増）となりました。
以上の結果、経常利益1,262百万円（前期比121百万円減）、税引前当期純利益1,260百万円（同123百万円減）、当期純

利益958百万円（同76百万円減）となりました。
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主要な業務の状況を示す指標
国内・国際業務部門別粗利益等� （単位：百万円）

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期
国内 国際 合計 国内 国際 合計 国内 国際 合計

信託報酬 23,803 ― 23,803 25,746 ― 25,746 26,093 ― 26,093
資金運用収支 △1,972 △0 △1,972 △2,475 ― △2,475 △3,150 ― △3,150

資金運用収益 △1,972 ― △1,972 △2,474 ― △2,474 △3,149 ― △3,149
（国内・国際業務部門間の資金貸借） （0） （―） （0） （―） （―） （―） （―）  （―）  （―）  
資金調達費用 0 0 0 0 ― 0 0 ― 0

（国内・国際業務部門間の資金貸借） （―） （0） （0） （―） （―） （―） （―）  （―）  （―）  
役務取引等収支 2,617 ― 2,617 3,206 ― 3,206 4,985 ― 4,985

役務取引等収益 3,581 ― 3,581 4,071 ― 4,071 5,855 ― 5,855
役務取引等費用 964 ― 964 864 ― 864 870 ― 870

特定取引収支 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
特定取引収益 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
特定取引費用 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

その他業務収支 1,852 ― 1,852 2,307 ― 2,307 3,054 ― 3,054
その他業務収益 1,852 ― 1,852 2,307 ― 2,307 3,054 ― 3,054
その他業務費用 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

業務粗利益 26,300 △0 26,300 28,785 ― 28,785 30,982 ― 30,982
（業務粗利益率） （0.87％）（△0.00％）（0.87％）（0.82％） ― （0.82％）（0.73％） ― （0.73％）

業務純益 1,051 1,438 1,271
実質業務純益 1,051 1,438 1,271
コア業務純益 1,051 1,438 1,271
コア業務純益（投資信託解約損益を除く。) 1,051 1,438 1,271
１．国内業務部門は円建取引、国際業務部門は外貨建取引を記載しております。
２．�業務粗利益率＝業務粗利益÷資金運用勘定平残×100
３．実質業務純益は、一般貸倒引当金繰入前・信託勘定償却前であります。
４．コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券関係損益

国内・国際業務部門別資金運用・調達勘定平均残高、利息、利回り� （単位：百万円）

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期
平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り

（国内業務部門）
資金運用勘定 3,011,033 △1,972 △0.06％ 3,502,681 △2,474 △0.07％ 4,187,894 △3,149 △0.07％

（国内・国際業務部門間の資金貸借） （24） （0） （19） ― （17） ―
資金調達勘定 3,135,526 0 0.00％ 3,868,845 0 0.00％ 4,818,588 0 0.00％

（国際業務部門）
資金運用勘定 22 ― ― 19 ― ― 18 ― ―
資金調達勘定 24 0 0.00％ 19 ― ― 17 ― ―

（国内・国際業務部門間の資金貸借） （24） （0） （19） ― （17） ―
（全店計）
資金運用勘定 3,011,031 △1,972 △0.06％ 3,502,680 △2,474 △0.07％ 4,187,895 △3,149 △0.07％
資金調達勘定 3,135,526 0 0.00％ 3,868,845 0 0.00％ 4,818,588 0 0.00％
１．�資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（2021年3月期：65,146百万円、2022年3月期：314,561百万円、2023年3月期：545,245百万円）を控除して

表示しております。
２．�全店計は、国内・国際業務部門間の資金貸借取引を相殺して表示しております。

利鞘� （単位：％）

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期
国内 国際 合計 国内 国際 合計 国内 国際 合計

資金運用利回り	（A） △0.06 ― △0.06 △0.07 ― △0.07 △0.07 ― △0.07
資金調達利回り	（B） 0.00 0.00 0.00 0.00 ― 0.00 0.00 ― 0.00
総資金利鞘	 （A）-（B） △0.06 △0.00 △0.06 △0.07 ― △0.07 △0.07 ― △0.07

国内・国際業務部門別受取・支払利息の増減� （単位：百万円）

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期
（国内業務部門）
受取利息の増減 △417 △502 △674

（国内・国際業務部門間の資金貸借） （△0） △0 ―
支払利息の増減 △0 0 0

（国際業務部門）
受取利息の増減 ― ― ―
支払利息の増減 △0 △0 ―

（国内・国際業務部門間の資金貸借） （△0） △0 ―
（全店計）
受取利息の増減 △417 △502 △674
支払利息の増減 △0 0 0
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総資産経常利益率・資本経常利益率・総資産当期純利益率・資本当期純利益率� （単位：％）

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期
総資産経常利益率 0.03 0.02 0.02
資本経常利益率 4.30 5.48 4.85
総資産当期純利益率 0.02 0.02 0.01
資本当期純利益率 3.09 4.09 3.68
１．�総資産経常（当期純）利益率�  

経常（当期純）利益÷｛（期首総資産（除く支払承諾見返）＋期末総資産（除く支払承諾見返））÷2｝×100
２．�資本経常（当期純）利益率�  

経常（当期純）利益÷｛（期首純資産の部合計＋期末純資産の部合計）÷2｝×100

預金に関する指標
預金・譲渡性預金残高� （単位：百万円）

2021年3月期末 2022年3月期末 2023年3月期末
流動性預金 20,537 26,829 30,520

国内業務部門 20,537 26,829 30,520
国際業務部門 ― ― ―

定期性預金 ― ― ―
国内業務部門 ― ― ―
国際業務部門 ― ― ―

その他 7,865 21,116 15,321
国内業務部門 7,865 21,116 15,321
国際業務部門 ― ― ―

合計 28,403 47,945 45,842
国内業務部門 28,403 47,945 45,842
国際業務部門 ― ― ―

譲渡性預金 ― ― ―
国内業務部門 ― ― ―
国際業務部門 ― ― ―

総合計 28,403 47,945 45,842
国内業務部門 28,403 47,945 45,842
国際業務部門 ― ― ―

１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋通知預金
２．定期性預金＝定期預金

預金・譲渡性預金平均残高� （単位：百万円）

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期
流動性預金 23,926 28,175 32,833

国内業務部門 23,926 28,175 32,833
国際業務部門 ― ― ―

定期性預金 ― ― ―
国内業務部門 ― ― ―
国際業務部門 ― ― ―

その他 5,687 6,314 7,858
国内業務部門 5,687 6,314 7,858
国際業務部門 ― ― ―

合計 29,613 34,489 40,691
国内業務部門 29,613 34,489 40,691
国際業務部門 ― ― ―

譲渡性預金 ― ― ―
国内業務部門 ― ― ―
国際業務部門 ― ― ―

総合計 29,613 34,489 40,691
国内業務部門 29,613 34,489 40,691
国際業務部門 ― ― ―

１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋通知預金
２．定期性預金＝定期預金
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定期預金の残存期間別残高
　該当ありません。

貸出金等に関する指標
貸出金残高� （単位：百万円）

2021年3月期末 2022年3月期末 2023年3月期末
手形貸付 ― ― ―

国内業務部門 ― ― ―
国際業務部門 ― ― ―

証書貸付 495,617 490,711 480,432
国内業務部門 495,617 490,711 480,432
国際業務部門 ― ― ―

当座貸越 ― ― ―
国内業務部門 ― ― ―
国際業務部門 ― ― ―

割引手形 ― ― ―
国内業務部門 ― ― ―
国際業務部門 ― ― ―

合計 495,617 490,711 480,432
国内業務部門 495,617 490,711 480,432
国際業務部門 ― ― ―

貸出金平均残高� （単位：百万円）

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期
手形貸付 ― ― ―

国内業務部門 ― ― ―
国際業務部門 ― ― ―

証書貸付 486,481 474,723 484,715
国内業務部門 486,481 474,723 484,715
国際業務部門 ― ― ―

当座貸越 ― ― ―
国内業務部門 ― ― ―
国際業務部門 ― ― ―

割引手形 ― ― ―
国内業務部門 ― ― ―
国際業務部門 ― ― ―

合計 486,481 474,723 484,715
国内業務部門 486,481 474,723 484,715
国際業務部門 ― ― ―

貸出金の残存期間別残高� （単位：百万円）

2021年3月期末 2022年3月期末 2023年3月期末
1年以下 495,617 490,711 480,432
　うち変動金利 ― ― ―

　固定金利 495,617 490,711 480,432
合計 495,617 490,711 480,432

　うち変動金利 ― ― ―
　固定金利 495,617 490,711 480,432

資料編
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貸出金の担保別残高� （単位：百万円）

2021年3月期末 2022年3月期末 2023年3月期末
有価証券 ― ― ― 
債権 ― ― ― 
商品 ― ― ― 
不動産 ― ― ― 
保証 ― ― ― 
信用 495,617 490,711 480,432

合計 495,617 490,711 480,432

貸出金の使途別残高� （単位：百万円）

2021年3月期末 2022年3月期末 2023年3月期末
設備資金 ― ― ― 
運転資金 495,617 490,711 480,432

合計 495,617 490,711 480,432

預貸率の期末値および期中平均値� （単位：％）

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期
（国内業務部門）

期中平均 1,642.75 1,376.41 1,191.18
期末 1,744.94 1,023.48 1,048.01

（国際業務部門）
期中平均 ― ― ―
期末 ― ― ―

（全店計）
期中平均 1,642.75 1,376.41 1,191.18
期末 1,744.94 1,023.48 1,048.01

中小企業等に対する貸出金残高
　該当ありません。

支払承諾残高
　該当ありません。

貸出金の業種別残高� （単位：百万円）

2021年3月期末 2022年3月期末 2023年3月期末
残高 構成比 残高 構成比 残高 構成比

日本国政府 495,617 100.00％ 490,711 100.00％ 480,432 100.00％ 
合計 495,617 100.00％ 490,711 100.00％ 480,432 100.00％ 

特定海外債権残高
　該当ありません。
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有価証券に関する指標

有価証券の種類別残存期間別残高� （単位：百万円）

1年以内 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合計

2021年3月期末
国債 1,500 ― ― ― ― ― ― 1,500 
株式 ― ― ― ― ― ― 1 1 
その他の証券 ― ― ― ― ― ― 24 24 

2022年3月期末
国債 1,500 ― ― ― ― ― ― 1,500 
株式 ― ― ― ― ― ― 1 1 
その他の証券 ― ― ― ― ― ― 17 17 

2023年3月期末
国債 ― ― ― ― ― ― ― ― 
株式 ― ― ― ― ― ― 1 1 
その他の証券 ― ― ― ― ― ― 18 18 

有価証券の種類別平均残高� （単位：百万円）

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期
（国内業務部門）

国債 1,645 1,633 452 
株式 1 1 1 

（国際業務部門）
その他の証券 22 19 18 

（全店計）
国債 1,645 1,633 452 
株式 1 1 1 
その他の証券 22 19 18 

預証率の期末値および期中平均値� （単位：％）

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期
（国内業務部門）

期中平均 5.56 4.73 1.11 
期末 5.28 3.13 0.00 

（国際業務部門）
期中平均 ― ― ― 
期末 ― ― ― 

（全店計）
期中平均 5.63 4.79 1.15 
期末 5.37 3.16 0.04 

商品有価証券
　当社は3事業年度とも商品有価証券を保有しておりません。
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信託業務に関する指標

（注記）
2022年3月期末 2023年3月期末

1. 共同信託他社管理財産：該当ありません。
2. 元本補塡契約のある信託については、取扱残高はありません。
3. 上記信託財産残高には、当社が三菱ＵＦＪ信託銀行と職務分担型共同受

託方式により受託し資産管理事務を行っている信託財産85,769,716百
万円を含んでおります。

1. 共同信託他社管理財産：該当ありません。
2. 元本補塡契約のある信託については、取扱残高はありません。
3. 上記信託財産残高には、当社が三菱ＵＦＪ信託銀行と職務分担型共同受

託方式により受託し資産管理事務を行っている信託財産92,255,248百
万円を含んでおります。

金銭信託等の受託残高� （単位：百万円）

2021年3月期末 2022年3月期末 2023年3月期末
金銭信託 32,571,803 33,047,757 33,571,456 

元本 28,698,033 31,625,210 32,625,929 
その他 3,873,769 1,422,547 945,526 

年金信託 12,004,133 12,339,538 12,233,123 
元本 7,340,987 8,678,218 9,013,333 
その他 4,663,146 3,661,320 3,219,790 

合計 44,575,937 45,387,295 45,804,579 
元本 36,039,021 40,303,428 41,639,262 
その他 8,536,915 5,083,867 4,165,317 

財産形成給付信託および貸付信託は、該当ありません。

元本補塡契約のある信託の種類別の受託残高
　該当ありません。

信託財産残高表� （単位：百万円）

科　目 2022年3月期末 2023年3月期末
（資産）

貸出金 ― ―
有価証券 347,490,127 356,284,249
投資信託有価証券 ― ―
投資信託外国投資 26,065,117 29,054,876
信託受益権 5,357,260 4,823,498
受託有価証券 4,718,945 4,422,472
暗号資産 ― ―
金銭債権 4,529,989 4,379,276
有形固定資産 ― ―
無形固定資産 ― ―
その他債権 6,140,022 6,438,249
買入手形 ― ―
コールローン 7,061,899 14,814,396
銀行勘定貸 5,942,961 5,483,158
現金預け金 5,149,633 6,221,735
その他 ― ―
合計 412,455,956 431,921,913

（負債）
金銭信託 33,047,757 33,571,456
年金信託 12,339,538 12,233,123
財産形成給付信託 ― ―
貸付信託 ― ―
投資信託 ― ―
金銭信託以外の金銭の信託 4,987,528 5,264,632
有価証券の信託 8,618,201 8,159,389
暗号資産等及び電子記録移転有価証券表示権利等の信託 ― ―
金銭債権の信託 ― ―
動産の信託 ― ―
土地及びその定着物の信託 ― ―
地上権の信託 ― ―
土地及びその定着物の賃借権の信託 ― ―
包括信託 353,462,931 372,693,311
その他の信託 ― ―
合計 412,455,956 431,921,913
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金銭信託等に係る貸出金の科目別の残高
金銭信託等に係る貸出金の契約期間別の残高
担保の種類別の金銭信託等に係る貸出金残高
使途別の金銭信託等に係る貸出金残高
業種別の金銭信託等に係る貸出金残高および貸出金の総額に占める割合
中小企業等に対する金銭信託等に係る貸出金残高および貸出金の総額に占める割合

　金銭信託、年金信託、財産形成給付信託および貸付信託とも該当ありません。

暗号資産の種類別の残高
　該当ありません。

信託期間別の金銭信託および貸付信託の元本残高� （単位：百万円）

1年未満 1年以上
2年未満

2年以上
5年未満 5年以上 その他のもの 合計

2021年3月期末
金銭信託 433,708 742,676 6,303,550 21,218,096 ― 28,698,033 

2022年3月期末
金銭信託 663,965 488,491 7,105,283 23,367,469 ― 31,625,210 

2023年3月期末
金銭信託 318,531 500,356 4,477,255 27,329,785 ― 32,625,929 

貸付信託は、該当ありません。

金銭信託等の運用状況� （単位：百万円）

2021年3月期末 2022年3月期末 2023年3月期末
金銭信託

有価証券 26,617,540 27,339,727 27,537,891 
年金信託

有価証券 9,833,106 10,304,289 9,822,763 
合計

有価証券 36,450,646 37,644,016 37,360,654 
財産形成給付信託および貸付信託は、該当ありません。
貸出金および暗号資産は、該当ありません。

金銭信託等に係る有価証券の種類別の残高� （単位：百万円）

2021年3月期末 2022年3月期末 2023年3月期末
金銭信託 26,617,540 27,339,727 27,537,891 

国債 3,933,975 3,530,308 2,933,371 
地方債 274,940 236,039 149,733 
短期社債 619,002 628,003 669,969 
社債 784,157 714,906 623,519 
株式 3,605,701 3,284,540 3,058,218 
その他証券 17,399,761 18,945,928 20,103,077 

年金信託 9,833,106 10,304,289 9,822,763 
国債 1,780,114 1,830,137 1,630,808 
地方債 85,627 77,113 70,628 
短期社債 210,981 158,979 44,995 
社債 501,126 489,283 534,452 
株式 1,104,833 1,139,917 1,033,737 
その他証券 6,150,422 6,608,858 6,508,140 

合計 36,450,646 37,644,016 37,360,654 
国債 5,714,090 5,360,445 4,564,179 
地方債 360,568 313,153 220,362 
短期社債 829,984 786,982 714,965 
社債 1,285,284 1,204,189 1,157,972 
株式 4,710,534 4,424,457 4,091,955 
その他証券 23,550,184 25,554,787 26,611,218 

財産形成給付信託および貸付信託は、該当ありません。
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財務諸表
貸借対照表� （単位：百万円）

科　目 2022年3月期末 2023年3月期末
（資産の部）

現金預け金 5,469,816 4,933,985
現金 1 0
預け金 5,469,815 4,933,984

有価証券 1,518 19
国債 1,500 ―
株式 1 1
その他の証券 17 18

貸出金 490,711 480,432
証書貸付 490,711 480,432

その他資産 85,369 171,385
前払費用 180 208
未収収益 4,703 5,522
金融商品等差入担保金 65,900 151,700
その他の資産 14,585 13,954

有形固定資産 356 711
建物 177 526
その他の有形固定資産 178 185

無形固定資産 11 42
ソフトウェア 1 32
その他の無形固定資産 9 9

繰延税金資産 755 934
資産の部合計 6,048,540 5,587,511

（負債の部）
預金 47,945 45,842

当座預金 26,829 30,520
その他の預金 21,116 15,321

信託勘定借 5,942,961 5,483,158
その他負債 31,458 31,517

未払法人税等 361 345
未払費用 4,820 4,946
資産除去債務 128 858
未払金 23,112 22,047
その他の負債 3,036 3,318

賞与引当金 184 222
退職給付引当金 315 382
役員退職慰労引当金 18 28
負債の部合計 6,022,882 5,561,152

（純資産の部）
資本金 10,000 10,000
利益剰余金 15,658 16,357

利益準備金 434 486
その他利益剰余金 15,223 15,870

繰越利益剰余金 15,223 15,870
株主資本合計 25,658 26,357
その他有価証券評価差額金 0 1
評価・換算差額等合計 0 1
純資産の部合計 25,658 26,358
負債及び純資産の部合計 6,048,540 5,587,511
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損益計算書� （単位：百万円）

科　目 2022年3月期 2023年3月期
経常収益 29,664 31,882

信託報酬 25,746 26,093
資金運用収益 △2,474 △3,149

有価証券利息配当金 △2 △0
コールローン利息 △0 0
預け金利息 △2,472 △3,149

役務取引等収益 4,071 5,855
受入為替手数料 232 197
その他の役務収益 3,838 5,658

その他業務収益 2,307 3,054
その他の業務収益 2,307 3,054

その他経常収益 13 28
株式等売却益 9 ―
その他の経常収益 4 28

経常費用 28,280 30,620
資金調達費用 0 0

預金利息 0 ―
コールマネー利息 ― 0
借用金利息 ― 0
その他の支払利息 0 0

役務取引等費用 864 870
支払為替手数料 50 28
その他の役務費用 814 842

営業経費 27,356 29,720
その他経常費用 58 28

その他の経常費用 58 28
経常利益 1,384 1,262
特別損失 0 1

固定資産処分損 0 1
税引前当期純利益 1,384 1,260
法人税、住民税及び事業税 449 481
法人税等調整額 △100 △178
法人税等合計 349 302
当期純利益 1,034 958
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株主資本等変動計算書
2022年3月期� （単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計資本金
利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰余金
当期首残高 10,000 396 14,417 14,813 24,813 △0 △0 24,813
当期変動額

剰余金の配当 ― 38 △228 △190 △190 ― ― △190
当期純利益 ― ― 1,034 1,034 1,034 ― ― 1,034
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） ― ― ― ― ― 0 0 0

当期変動額合計 ― 38 806 844 844 0 0 845
当期末残高 10,000 434 15,223 15,658 25,658 0 0 25,658

2023年3月期� （単位：百万円）
株主資本 評価・換算差額等

純資産合計資本金
利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰余金
当期首残高 10,000 434 15,223 15,658 25,658 0 0 25,658
当期変動額

剰余金の配当 ― 51 △310 △258 △258 ― ― △258
当期純利益 ― ― 958 958 958 ― ― 958
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） ― ― ― ― ― 0 0 0

当期変動額合計 ― 51 647 699 699 0 0 700
当期末残高 10,000 486 15,870 16,357 26,357 1 1 26,358

重要な会計方針
１.	有価証券の評価基準及び評価方法
	� 有価証券の評価は、その他有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平

均法による原価法により行っております。
	 なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。
２.	固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）
		  有形固定資産は、定額法により償却しております。
		  また、主な耐用年数は次のとおりであります。
		  建　物　３年～ 18年
		  その他　４年～ 20年
（２）無形固定資産（リース資産を除く）

		�  無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて
償却しております。

３.	外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
	 外貨建資産及び負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。
４.	引当金の計上基準

（１）貸倒引当金
		  貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
		�  一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認められる額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。ただし、当事業年度末において貸倒引当金の残高はありません。
		�  すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき､ 業務所管部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施し､ 当該部署から独立した資

産監査部署が査定結果を監査しております。
（２）賞与引当金

		�  賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しており
ます。

（３）退職給付引当金
		�  退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、必要額を計上しております。

また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっており
ます。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。

		  　過去勤務費用：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（16年）による定額法により費用処理
		  　数理計算上の差異：�各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（16年）による定額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌事業年度から費用処理
（４）役員退職慰労引当金

		�  役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに
発生していると認められる額を計上しております。

５.	収益の計上方法
	� 顧客との契約から生じる収益は、その契約内容の取引の実態に応じて、契約毎に識別した履行義務の充足状況に基づき損益計算書に認識して

おります。
６.	消費税等の会計処理
	 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

注記（2023年3月期）
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会計上の見積りの変更
当社は、2022年６月28日開催の取締役会において、業務継続態勢強化のため、本社を移転することを決議し、2023年度中に本社移転を行うこと
といたしました。本社の不動産賃借契約に伴う原状回復義務として資産除去債務についてより精緻な見積りが可能となったことから、当該見積額
の変更を行い、当該見積りの変更による増加額729百万円を資産除去債務残高に加算しております。また、移転後利用見込みのない固定資産に
ついて耐用年数を短縮し、将来にわたり変更しております。
この変更により、当事業年度の経常利益及び税引前当期純利益は364百万円減少しております。

注記事項
（貸借対照表関係）
１.	�貸出金は、その全額が日本国政府向けであります。
２.	�為替決済等の取引の担保として、貸出金480,432百万円を差し入れております。
	 また、その他の資産には、保証金等13,934百万円が含まれております。
３.	�当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り､ 一定の限度額まで資金を貸

し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は6,400百万円、契約残存期間は１年以内であります。
	� なお､これらの契約の多くは､ 融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社の将来のキャッシュ･フロー

に影響を与えるものではありません。また､ 契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見
直し、与信保全上の措置等を講じております。

４.	�有形固定資産の減価償却累計額� 1,747百万円
５.	�関係会社に対する金銭債権総額� 126百万円
６.	�関係会社に対する金銭債務総額� 21,708百万円
７.	�銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。
	� 剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第４項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかかわらず、当該剰余金の配当により減少する剰

余金の額に５分の１を乗じて得た額を利益準備金として計上しております。
	 当事業年度における当該剰余金の配当に係る利益準備金の計上額は51百万円であります。

（損益計算書関係）
１.	�預け金利息のマイナスは、日本銀行当座預金のマイナス金利適用に伴い、日銀預け金利息が純額でマイナスになったことによるものであります。
２.	�関係会社との取引による収益

信託報酬� 9,017百万円
資金運用取引に係る収益総額� 0百万円
役務取引等に係る収益総額� 2,795百万円
その他業務・その他経常取引に係る収益総額� 2百万円

	 関係会社との取引による費用
資金調達取引に係る費用総額� 0百万円
役務取引等に係る費用総額� 135百万円
その他業務・その他経常取引に係る費用総額� 4,450百万円

３.	�関連当事者との取引は次のとおりであります。
	 親会社及び法人主要株主� （単位：百万円）

種類 会社等の名称 議決権の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社 三菱ＵＦＪ信託銀行
株式会社

被所有

直接 46.5％

再信託契約の受託 再信託に基づく信託報酬*1 8,809 未収収益 2,445
資産管理事務等の受託 事務受任契約等に基づく

手数料*1 2,639 未収収益 738

出向受入 出向協定に基づく
受入出向者給与*2 4,252 未払費用 40

取引条件及び取引条件の決定方針等
*1：当社における所要コストに基づき、当事者間で協議の上決定しております。
*2：受入出向者の給与水準等に基づき、当事者間で協議の上決定しております。

	 兄弟会社等� （単位：百万円）
種類 会社等の名称 議決権の所有

（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社の
子会社

三菱ＵＦＪトラスト
システム株式会社 なし 計算事務の委託 計算代行委託手数料等*3 13,554 未払費用 3,730
三菱ＵＦＪ国際投信

株式会社 なし 投資信託委託にかかる
事務の代行

投資信託委託にかかる
代行手数料等*4 213 未収収益 20

取引条件及び取引条件の決定方針等
*3：委託先の所要コストに基づき、当事者間で協議の上決定しております。
*4：第三者取引と同一の手数料率を適用しております。

（株主資本等変動計算書関係）
１. 発行済株式の種類及び総数に関する事項
� （単位：千株）

当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数 摘要
発行済株式
　普通株式 120 ― ― 120

合計 120 ― ― 120

２.配当に関する事項
（１）	当事業年度中の配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日
2022年6月28日定時株主総会 普通株式 258百万円 2,155円 2022年3月31日 2022年6月29日

（２）	基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度の末日後となるもの
（決議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2023年6月27日定時株主総会 普通株式 239百万円 その他利益剰余金 1,995円 2023年3月31日 2023年6月28日

資料編
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（金融商品関係）
１. 金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針
		�  当社は、金銭や有価証券の預かり及び決済などの資産管理サービス事業を行っております。負債の大部分は、これらの事業に伴う信託勘定

借及び要求払預金であるため、金利変動による不利な影響が生じないように、金融資産も運用期間の短い商品に限定しております。
（２）金融商品の内容及びそのリスク

		�  当社が保有する金融資産は、日本銀行向け適格担保となる日本国政府向けの貸出金のほか、日本銀行等向けの預け金、資産管理業務関連
の株式などであります。

		�  これらの商品は、基本的に信用力の高い先への信用供与を行っているものであり、信用リスクは限定的であります。
		�  資産管理専門銀行としての当社の業務特性に鑑み、市場リスクを抑制した運用を行っており、金融資産は、運用期間の短い金融商品が主体

であり、価格変動リスクは抑えられております。信託勘定借や要求払預金などの負債状況に応じた資金運用を行っており、運用商品は流動
性の高いものが中心であり、流動性リスクを抑制しております。

（３）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理

		�  当社では、信用リスク管理規則および各種関連規定に従い、信用リスクを管理しております。
		�  当社では、取締役会で信用リスク限度額を設定のうえ、信用リスク量の合計額が限度内であることをリスク管理部署が日次でモニタリングし

ております。また、コ－ルロ－ン等については金融機関毎に極度枠を設定し、遵守状況の確認を行っております。
②市場リスクの管理

		�  当社では、市場リスク管理規則および各種関連規定に従い、市場リスクを管理しております。フロントオフィス（取引部署）から独立した、バッ
クオフィス（事務実施部署）及びミドルオフィス（市場リスク管理部署）を設置し、相互に牽制が働く体制としております。

		�  当社では、市場リスク管理に係る指標として､ バリュ－･アット･リスク（VaR）を採用しております。市場リスク量はVaRによる予想最大損失
額であり、VaRの算定にあたっては､ 分散共分散法（保有期間：240営業日｡ 信頼区間：片側99％。観測期間：1,250営業日）を用いており
ます。取締役会で市場リスクの限度額を設定のうえ、日本国政府向け貸出金等に係る金利リスクのほか、株価変動リスク・為替リスクのリス
ク量の合計額が限度額の範囲内であることを日次でモニタリングするとともに、損失額についても上限を設定し監視することで、リスク量や
損失額を一定の範囲に抑えるよう運営しております。2023年３月31日現在の当社の市場リスク量は143百万円であります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
		  当社では、資金運用および調達の構成内容の管理や資金繰りギャップの管理などを行い、適正な資金流動性確保に努めております。
（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
		�  金融商品の時価の算定においては、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあり

ます。
２. 金融商品の時価・レベル等に関する事項
	 2023年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。
	 なお、市場価格のない非上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。
	� 金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
	 　レベル１の時価：同一資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
	 　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
	 　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
	� 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定にお

ける優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
（１）時価をもって貸借対照表価額とする金融資産及び金融負債

		  該当事項はありません。
（２）時価をもって貸借対照表価額としない金融資産及び金融負債

		�  現金預け金、信託勘定借およびその他負債のうち金融商品に該当するものは、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することか
ら、注記を省略しております。

� （単位：百万円）
貸借対照表計上額 時価 差額

貸出金 480,432 480,432 ―
資産計 480,432 480,432 ―

預金 45,842 45,842 ―
負債計 45,842 45,842 ―

（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
資　産
	 貸出金
		�  貸出金は、すべて約定期間が短期間（１年以内）の日本国政府向け貸出金であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を

時価としており、レベル２に分類しております。
負　債
	 預金
		  預金は、すべて要求払預金であり、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしており、レベル２に分類しております。

（注２）�市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価・レベルごとの内訳等に関する事項で開示している「（1）
時価をもって貸借対照表価額とする金融資産及び金融負債」には含まれておりません。

（単位：百万円）
区分 貸借対照表計上額

非上場株式 1
非上場外国株式 18

合計 19
これらの市場価格のない株式等については、時価開示の対象とはしておりません。

（注３）金銭債権の決算日後の償還予定額
� （単位：百万円）

１年以内 １年超３年以内 ３年超５年以内 ５年超７年以内 ７年超10年以内 10年超
貸出金 480,432 ― ― ― ― ―

合計 480,432 ― ― ― ― ―

経
営
目
標

提
供
価
値

資
料
編

リ
ス
ク
管
理

会
社
概
要

ガ
バ
ナ
ン
ス

当
社
に
つ
い
て

ご
あ
い
さ
つ

基
盤

010_9946628052307.indd   53010_9946628052307.indd   53 2023/07/14   14:50:362023/07/14   14:50:36



54

（注４）社債、借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
� （単位：百万円）

１年以内 １年超３年以内 ３年超５年以内 ５年超７年以内 ７年超10年以内 10年超
預金（＊） 45,842 ― ― ― ― ―

合計 45,842 ― ― ― ― ―
（＊）預金(すべて要求払預金)については、｢１年以内｣に含めて開示しております。

（税効果会計関係）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。

繰延税金資産
減価償却超過額 461 百万円
資産除去債務 262
退職給付引当金 117
業務委託費損金不算入 72
賞与引当金 68
未払事業税・事業所税 45
役員退職慰労引当金 8
その他 29

繰延税金資産合計 1,065
繰延税金負債

資産除去債務 130
その他 0

繰延税金負債合計 131
繰延税金資産の純額 934 百万円

（１株当たり情報）
	 １株当たりの純資産額� 219,653円67銭
	 １株当たりの当期純利益金額� 7,983円33銭

資料編
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会計監査
当社の計算書類は、｢会社法」第396条第1項に基づき、EY新日本有限責任監査法人による監査を受け、法令及び定款に

従い会社の財産及び損益の状況を正しく示しているとの意見を頂いております。

財務諸表の正確性及び作成に係る内部監査の有効性について

財務諸表の正確性及び作成に係る内部監査の有効性について
2023年6月28日

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

代表取締役社長　　向原　敏和

当社の2022年4月1日から2023年3月31日までの第23期事業年度に係る財務諸表が適正に表示されていること、及び
当該財務諸表作成に係る内部監査が有効であることを確認いたしました。

自己資本の充実状況（自己資本の構成に関する事項）
　当社は、銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるか
どうかを判断するための基準（2006年金融庁告示第19号。以下、「自己資本比率告示」という。）に定められた算式に基づい
て、国内基準を適用のうえ、単体自己資本比率を算出しております。

自己資本の構成
自己資本の構成� （単位：百万円）

2022年3月期末 2023年3月期末
コア資本に係る基礎項目 （１）
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額 25,399 26,118

うち、資本金及び資本剰余金の額 10,000 10,000
うち、利益剰余金の額 15,658 16,357
うち、自己株式の額（△） ― ―
うち、社外流出予定額（△） 258 239
うち、上記以外に該当するものの額 ― ―

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額 ― ―
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 ― ―

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 ― ―
うち、適格引当金コア資本算入額 ― ―

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、コア資本に係る基礎項目
の額に含まれる額 ― ―

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に
含まれる額 ― ―

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本
調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセント
に相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 25,399 26,118
コア資本に係る調整項目 （２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）
の額の合計額 11 42

うち、のれんに係るものの額 ― ―
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るも
の以外の額 11 42

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 ― ―
適格引当金不足額 ― ―
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― ―
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算
入される額 ― ―

前払年金費用の額 ― ―
自己保有普通株式等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 ― ―
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 ― ―
少数出資金融機関等の対象普通株式等の額 ― ―
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2022年3月期末 2023年3月期末
特定項目に係る十パーセント基準超過額 ― ―

うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに
関連するものの額 ― ―

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産
に関連するものの額 ― ―

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連する
ものの額 ― ―

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに
関連するものの額 ― ―

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産
に関連するものの額 ― ―

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連する
ものの額 ― ―

コア資本に係る調整項目の額 （ロ） 11 42
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ） 25,387 26,075
リスク・アセット等 （３）
信用リスク・アセットの額の合計額 19,081 38,087

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合
計額 ― ―

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー ― ―
うち、上記以外に該当するものの額 ― ―

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 ― ―
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して
得た額 26,316 28,468

信用リスク・アセット調整額 ― ―
オペレーショナル・リスク相当額調整額 ― ―
リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 45,398 66,555
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 55.92％ 39.17％

� （単位：百万円）

資料編
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自己資本の充実状況（定性的事項）
自己資本調達手段の概要

　当社は、普通株式を用いて資本調達を行っております。

銀行の自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当社は、信用リスク量、市場リスク量、オペレーショナルリスク相当額の合計額を自己資本と対比して管理することで
自己資本の充実度を評価しております。信用リスク量、市場リスク量については日次、オペレーショナルリスク相当額に
ついては四半期毎で計測し、合計額が自己資本の範囲内であること、自己資本余裕額について日次でモニタリングを実
施しております。

信用リスクに関する事項

　イ　リスク管理の方針及び手続の概要
　当社は、信用リスクについてリスク管理部署として業務管理部を設置し、態勢の整備を行っております。取締役会で信
用リスク管理の対象とする資産等及び信用リスク限度額を設定の上、信用リスク量が限度額の範囲内であることを日次
でリスク管理部署にてモニタリングを実施し、定期的に経営宛報告を実施しております。
　また、取締役会は、資産の健全性を把握し、適切な信用リスク管理を行うため、資産査定及び償却、引当に関する基準
を定めております。償却、引当に関する基準では、対象となる資産毎に償却・引当に関する基準及び方法について定め
るとともに適正性を確保するために妥当性について監査を実施することとしております。
　なお、信用リスクアセット額を算出するにあたっては、2006年３月２７日金融庁告示第１９号に定める標準的手法を採用
しております。算出する際の法人等エクスポージャーのリスクウェイトは、金融庁告示第１９号第６７条の特例を使用して
一律百パーセントとしております。

　ロ　標準的手法が適用されるポートフォリオについて
　　　　　（1）リスクウェイトの判定に使用する適格格付け機関等の名称
　　　　　（2）エクスポージャーの種類ごとのリスクウェイトの判定に使用する適格格付け機関等の名称

　信用リスクアセット額を算出するにあたり、金融機関向け並びにソブリン向けエクスポジャーのリスクウェイトは、国内
はＲ＆Ｉ社、海外はＳ＆Ｐ社の外部格付けに基づき、2006年３月２７日金融庁告示第１９号に記載されているリスクウェイトを
使用しております。
　なお、エクスポージャーの種類によって使用する適格格付け機関の差異はありません。

　ハ　信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
　当社は、レポ取引の信用リスク量の内部管理上の計算方法について取締役会で定めております。その計算方法に従
い、リスク量を算出し、リスク管理部署にて総信用リスク量についてモニタリングを実施しております。受入れ担保は、国
債に限定し、日次で評価を実施しております。信用リスク削減のための貸出金と自行預金の相殺は行っておりません。そ
の他、派生商品取引やクレジットデリバティブ取引は該当ありません。
　なお、信用リスクアセット額を算出するにあたっては、信用リスク削減手法として、2006年３月２７日金融庁告示第１
９号に定める簡便手法を使用しております。レポ形式の取引について、適格金融資産担保として受け入れた国債に係る
時価評価に基づき、信用リスク削減手法を適用します。担保は日本国債に限定しており、信用リスク削減手法の適用に
伴う信用リスク及びマーケットリスクの集中に関し過度にリスクが高まることは現時点ではありません。

　二　派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要
　該当する取引はありません。

　ホ　証券化エクスポージャーに関するリスク管理の方針及びリスク特性の概要
　該当する取引はありません。
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銀行勘定の出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要
　出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポージャーについて、市場リスク管理の対象として日次で
モニタリングを実施しております。
　また、当該エクスポージャーについて信用リスクアセット額を算出する際のリスクウェイトは、百パーセントとしておりま
す。
　なお、当該エクスポージャーの評価は、その他有価証券として、時価のあるものについては市場価格等に基づく時価法

（売却原価は移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による
原価法により行っております。

銀行勘定における金利リスクに関する事項

　イ　リスク管理の方針及び手続の概要
　当社は、金利リスクに関して市場リスクのリスク管理部署として業務管理部を設置し、態勢の整備を行っております。
金利リスクについては、市場リスク管理の枠内で、管理を行っております。取締役会で市場リスクの限度額を設定の上、
金利リスクの他、株式、為替リスクのリスク量の合計が限度額の範囲内であることについて日次でモニタリングを実施し
ております。

　ロ　銀行が内部管理上使用した銀行勘定における金利リスクの算定手法の概要
　金利リスクは、銀行勘定で保有する債券等を対象にしてVaR法（＊1）による金利リスク量ならびにIRRBB比率（＊2）を
日次で算出の上、モニタリングを実施しております。なお、期限前返済及びコア預金についての想定は行っておりません。

（＊1）�VaR法・・・Value at Riskの略で過去の市場変動に基づき、ポートフォリオの市場価値が今後一定期間でどの
程度増減し得るかを統計的に推計する手法。

（＊2）�IRRBB比率・・・銀行勘定における金利リスクをモニタリングする手法として、当局が定めたバーゼルⅢに基づく
金利シナリオの⊿EVE（経済的価値の変動、changes in Economic Value of Equity)と自己資本の額との比率。

オペレーショナル・リスクに関する事項

　イ　リスク管理の方針及び手続の概要
　当社は、オペレーショナルリスクに関して取締役会等の責任の明確化を行うとともに、独立したリスク管理部署として
業務管理部を設置し、リスク管理を行うための態勢の整備を行っております。
　定性面では、オペレーショナルリスクを特定、認識するための方策として損失情報の収集、ＣＳＡ（コントロール セルフ
アセスメント）を実施し、ＣＳＡの評価結果に基づき、アクションプランを実施することでオペレーショナルリスクの削減に
取り組んでおります。
　定量面では、2006年３月２７日金融庁告示第１９号に基づく承認を受け、従来の粗利益配分手法に代えて、2012年３
月末から先進的計測手法を使用して、四半期毎にオペレーショナルリスク相当額を把握し、自己資本の充実度を確認し
ております。

　ロ　オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する先進的計測手法の概要
　当社は、先進的計測手法を用いて、オペレーショナルリスク相当額を算出しております。
　具体的には、内部損失データ、外部損失データ、シナリオ分析、業務環境、内部統制要因に基づく計測モデルを構築
のうえ、片側９９．９％の信頼区間で、期間を１年間として予想される最大のオペレーショナルリスク損失の額を算出する方
法により、７つの損失事象区分（内部不正、外部不正、労務慣行、取引慣行、有形資産、システム、取引実行）毎に計測し、
その合計額をオペレーショナルリスク相当額としております。
　なお、保険によるリスク削減は行っておりません。

資料編
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2. 信用リスク
信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高及び期中平均残高� （単位：百万円）

2022年3月期末 2023年3月期末
期末残高 6,533,539  6,061,999 

期中平均残高 4,366,684  5,326,970 

エクスポージャーの主な種類別の内訳� （単位：百万円）

2022年3月期末
貸出金、コミットメント及び

その他のデリバティブ以外の
オフバランスシートエクスポージャー

債　券 OTCデリバティブ

期末残高 989,122 1,500 ―
期中平均残高 957,173 1,633 ―

エクスポージャーの主な種類別の内訳� （単位：百万円）

2023年3月期末
貸出金、コミットメント及び

その他のデリバティブ以外の
オフバランスシートエクスポージャー

債　券 OTCデリバティブ

期末残高  967,264 ― ―
期中平均残高  976,170 452 ―

・�信用リスクエクスポージャーは信用リスク削減効果勘案前の残高となっております。なお、期中平均残高算出に際し、国債
等はすべて担保に供しているとみなす扱いとしております。

・エクスポージャーの主な種類別の内訳には、中央清算機関関連エクスポージャーを含みません。

単体総所要自己資本額� （単位：百万円）

2022年3月期末 2023年3月期末
単体総所要自己資本額 1,815 2,662

当社は、内部格付手法を使用していないため、自己資本比率告示第４７条に定める「所要自己資本の下限」の該当はありませ
ん。

自己資本の充実状況（定量的事項）
1. 自己資本の充実度

信用リスクに対する所要自己資本の額� （単位：百万円）

2022年3月期末 2023年3月期末
標準的手法が適用されるポートフォリオ 763     1,523

うち法人等向けエクスポージャー 241     296

信用リスクアセットは、標準的手法により算出しております。

マーケットリスクに対する所要自己資本の額
マーケットリスク相当額は、自己資本比率告示第39条に基づき不算入としております。

オペレーショナルリスクに対する所要自己資本の額� （単位：百万円）

2022年3月期末 2023年3月期末
先進的計測手法 1,052 1,138

オペレーショナルリスク相当額は、先進的計測手法を使用して算出しております。（基礎的手法・粗利益配分手法は使用して
おりません。）
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信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高（地域別）� （単位：百万円）

2022年3月期末 2023年3月期末
国内 6,532,022  6,061,982 
海外 1,517  17 
合計 6,533,539  6,061,999 

エクスポージャーの主な種類別の内訳（地域別）� （単位：百万円）

2022年3月期末
貸出金、コミットメント及び

その他のデリバティブ以外の
オフバランスシートエクスポージャー

債　券 OTCデリバティブ

国内 987,622 1,500 ―
海外 1,500 ― ―
合計 989,122 1,500 ―

エクスポージャーの主な種類別の内訳（地域別）� （単位：百万円）

2023年3月期末
貸出金、コミットメント及び

その他のデリバティブ以外の
オフバランスシートエクスポージャー

債　券 OTCデリバティブ

国内  967,264 ― ―
海外 ― ― ―
合計  967,264 ― ―

・信用リスクエクスポージャーは信用リスク削減効果勘案前の残高となっております。
・エクスポージャーの主な種類別の内訳には、中央清算機関関連エクスポージャーを含みません。

信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高（業種別）� （単位：百万円）

2022年3月期末 2023年3月期末
金融・保険業 2,029  362 

国・地方公共団体 6,451,853  5,894,070 
その他 79,656  167,566 
合計 6,533,539  6,061,999 

エクスポージャーの主な種類別の内訳（業種別）� （単位：百万円）

2022年3月期末
貸出金、コミットメント及び

その他のデリバティブ以外の
オフバランスシートエクスポージャー

債　券 OTCデリバティブ

金融・保険業 1,500 ― ―
国・地方公共団体 981,422 1,500 ―

その他 6,200 ― ―
合計 989,122 1,500 ―

エクスポージャーの主な種類別の内訳（業種別）� （単位：百万円）

2023年3月期末
貸出金、コミットメント及び

その他のデリバティブ以外の
オフバランスシートエクスポージャー

債　券 OTCデリバティブ

金融・保険業 ― ― ―
国・地方公共団体  960,864 ― ―

その他  6,400 ― ―
合計  967,264 ― ―

・信用リスクエクスポージャーは信用リスク削減効果勘案前の残高となっております。
・「その他」には、業種分類が困難な法人や未収収益等に係るエクスポージャーが該当します。
・また、エクスポージャーの主な種類別の内訳には、中央清算機関関連エクスポージャーを含みません。
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信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高（残存期間別）� （単位：百万円）

2022年3月期末 2023年3月期末
１年以下 492,211  480,432 
１年超 ― ―

期間の定めのないもの 6,041,328  5,581,567 
合計 6,533,539  6,061,999 

エクスポージャーの主な種類別の内訳（残存期間別）� （単位：百万円）

2022年3月期末
貸出金、コミットメント及び

その他のデリバティブ以外の
オフバランスシートエクスポージャー

債　券 OTCデリバティブ

１年以下 490,711 1,500 ―
１年超 ― ― ―

期間の定めのないもの 498,411 ― ―
合計 989,122 1,500 ―

エクスポージャーの主な種類別の内訳（残存期間別）� （単位：百万円）

2023年3月期末
貸出金、コミットメント及び

その他のデリバティブ以外の
オフバランスシートエクスポージャー

債　券 OTCデリバティブ

１年以下  480,432 ― ―
１年超 ― ― ―

期間の定めのないもの  486,832 ― ―
合計  967,264 ― ―

・信用リスクエクスポージャーは信用リスク削減効果勘案前の残高となっております。
・また、エクスポージャーの主な種類別の内訳には、中央清算機関関連エクスポージャーを含みません。

３ヶ月以上延滞エクスポージャー又はデフォルトしたエクスポージャーの期末残高（地域別）（※）� （単位：百万円）

 2022年3月期末 2023年3月期末
国内 ― ―
海外 ― ―
合計 ― ―

（※）債務者の所在地ベース

３ヶ月以上延滞エクスポージャー又はデフォルトしたエクスポージャーの期末残高（業種別）� （単位：百万円）

　 2022年3月期末 2023年3月期末
金融・保険業 ― ―

国・地方公共団体 ― ―
その他 ― ―
合計 ― ―

一般貸倒引当金、個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定の期末残高及び期中増減（地域別）（※）� （単位：百万円）

2022年3月期末 2023年3月期末
2021年3月期末比 2022年3月期末比

一般貸倒引当金 ― ― ― ―
個別貸倒引当金 ― ― ― ―
　　　　うち国内 ― ― ― ―
　　　　　　海外 ― ― ― ―
特定海外債権引当勘定 ― ― ― ―
合計 ― ― ― ―

（※）�債務者の所在地ベース
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一般貸倒引当金、個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定の期末残高及び期中増減（業種別）� （単位：百万円）

2022年3月期末 2023年3月期末
2021年3月期末比 2022年3月期末比

一般貸倒引当金 ― ― ― ―
個別貸倒引当金 ― ― ― ―
　　　　うち金融・保険業 ― ― ― ―
　　　　　　国・地方公共団体 ― ― ― ―
　　　　　　その他 ― ― ― ―
特定海外債権引当勘定 ― ― ― ―
合計 ― ― ― ―

貸出金償却の額（業種別）
該当ありません。

標準的手法が適用されるエクスポージャー：リスクウェイト別残高（信用リスク削減手法の効果を勘案後）
� （単位：百万円）

2022年3月期末 2023年3月期末
リスクウェイトが0％ 6,472,455  5,914,871
リスクウェイトが2％ ― ―
リスクウェイトが10％ ― ―
リスクウェイトが20％ 53,921  138,053 （※）
リスクウェイトが50％ ― ―
リスクウェイトが100％ 6,407  8,139 
リスクウェイトが250％ 755  934 

合計 6,533,539  6,061,999 
（※）�うち、海外金融機関向けエクスポージャー（2022年3月期末：1,500百万円、2023年3月期末：―）は、リスクウェイト

の決定にあたり外部格付を適用しております。

�自己資本比率告示第79条の5第2項第2号、第177条の2第2項第2号及び第247条第1項の規定により1250%のリスクウェイ
トが適用されるエクスポージャーの額
該当ありません。

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー� （単位：百万円）

2022年3月期末
適格金融資産担保 保証 クレジットデリバティブ

標準的手法適用ポートフォリオ ― ― ―

� （単位：百万円）

2023年3月期末
適格金融資産担保 保証 クレジットデリバティブ

標準的手法適用ポートフォリオ ― ― ―

派生商品取引及び長期決済期間取引に関する事項
該当する取引はありません。

証券化エクスポージャーに関する事項
該当する取引はありません。

3. 出資等又は株式等エクスポージャー
上場株式等エクスポージャー及びそれ以外の出資等又は株式等エクスポージャー� （単位：百万円）

2022年3月期末 2023年3月期末
貸借対照表計上額 時価 貸借対照表計上額 時価

上場株式等エクスポージャー ― ― ― ―
上記以外の出資等又は株式等エクスポー
ジャー 19 19 20 20

合計 19 19 20 20
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4. 金利リスク
リスク量� （単位：百万円）

日次平均 最大 最小 2022年3月期末
金利 68 177 34 54

株式・為替 10 13 8 10
全体 79 190 43 64

対象期間：2021年4月1日～ 2022年3月31日
（単位：百万円）

日次平均 最大 最小 2023年3月期末
金利 83 189 40 132

株式・為替 11 12 9 10
全体 94 200 52 143

対象期間：2022年4月1日～ 2023年3月31日

ＶａＲ法
分散共分散法、保有期間：金利リスク240営業日、株式／為替リスク240営業日
信頼区間：片側99％、観測期間：1,250営業日
最大及び最小欄は、リスクカテゴリー毎及び全体で対象となる日は異なります。

IＲＲＢＢ比率の状況� （単位：百万円）

IRRBB1:金利リスク
イ ロ ハ ニ

⊿EVE ⊿NII
項番 2023年3月期末 2022年3月期末 2023年3月期末 2022年3月期末

1 上方パラレルシフト 840 1,187 0 0
2 下方パラレルシフト 0 0 4,799 4,916
3 スティープ化
4 フラット化
5 短期金利上昇
6 短期金利低下
7 最大値 840 1,187 4,799 4,916

ホ ヘ
2023年3月期末 2022年3月期末

８ 自己資本の額 26,075 25,387

当局の開示定義に従い、⊿ＥＶＥのプラス表示は経済的価値減少、⊿NIIのプラス表示は期間収益減少を示しています。
⊿EVEは基準日時点の資産・負債のキャッシュフローにつき、「金利ショック前の現在価値」から「金利ショック後の現在価値」
を控除したものです。
⊿ＥＶＥおよび⊿NIIは通貨別⊿ＥＶＥ（⊿NII）が正となる通貨のみを単純合算しています。

出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額� （単位：百万円）

2022年3月期末 2023年3月期末
売却及び償却に伴う損益の額 売却及び償却に伴う損益の額

売却益 売却損 償却 売却益 売却損 償却
出資等又は株式等エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額
該当ありません。

貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
該当ありません。
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1. 当社の対象役職員の報酬等に関する組織体制の整備状況に関する事項
（１）「対象役職員」の範囲

開示の対象となる報酬告示に規定されている「対象役員」および「対象従業員等」（合わせて「対象役職員」）の範囲につい
ては、以下のとおりです。

①「対象役員」の範囲
対象役員は、当期中に取締役および監査役の任にあった者としています。（期中就任者および期末までの退任者を含

みます。）なお、社外取締役および社外監査役を除いております。

②「対象従業員等」の範囲
当社では、対象役員以外の当社の役員および従業員のうち、「高額の報酬等を受ける者」で当社の業務の運営または

財産の状況に重要な影響を与える者等を「対象従業員等」として、開示の対象としております。連結子法人等につきまし
ては対象会社が存在しないことから記載を省略しております。

なお、当社の対象役員以外の役員および従業員で、対象従業員等に該当する者はおりません。

（ア）「高額の報酬等を受ける者」の範囲
「高額の報酬等を受ける者」とは、当社の過去３年間における対象役員の報酬額の各期平均額をもとに設定した

基準値以上の報酬額を受ける者を指し、基準値を18百万円に設定しております。
なお、退職慰労金については、報酬等の金額から退職一時金の全額を一旦控除したものに「退職一時金を在籍

年数で除した金額」を足し戻した金額をもって、その者の報酬等の金額とみなし、「高額の報酬等を受ける者」の判
断を行っております。

（イ）「当社の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与える者」の範囲
「当社の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与える者」とは、その者が通常行う取引や管理する事項が、

当社の業務の運営に相当程度の影響を与え、または取引等に損失が発生することにより財産の状況に重要な影響
を与える者であります。

具体的には、以下の通りとしています。
・取締役（社外取締役を含む）、監査役（社外監査役を含む）および執行役員
・信用リスクや市場リスクにおいて、エコノミックキャピタルの活用が利益の源泉となる職種に就いている対象

従業員等
・リスク管理担当部署およびコンプライアンス担当部署の対象従業員等

（2）対象役職員の報酬等の決定について

①対象役員の報酬等の決定について
当社では、株主総会において役員報酬の総額（上限額）を決定しております。株主総会で決議された取締役報酬の個

人別の配分については取締役会に一任されております。
監査役の報酬については、株主総会において決議された監査役報酬限度額の範囲内において、監査役の協議により

決定しております。

報酬等に関する事項
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3. 当社の対象役職員の報酬等の体系とリスク管理の整合性ならびに報酬等と業績の連動に関する事項
対象役員の報酬等の決定にあたっては、株主総会で役員全体の報酬額が決議され、決定される仕組みになっております。

また、対象従業員等の報酬等の決定に当たっては、当社の財務状況等を勘案のうえ、予算措置を行う仕組みになっておりま
す。

5. 当社の対象役職員の報酬等の体系に関し、その他参考となるべき事項
前項までに掲げたもののほか、特段該当する事項はありません。

4. 当社の対象役職員の報酬等の種類、支払総額および支払方法に関する事項
当社の対象役職員の報酬等の総額 （自　2022年４月１日　至　2023年３月３１日）

� （単位：百万円）

区分 人数 報酬等の総額
固定報酬の総額 変動報酬の総額

退職慰労金基本報酬
株式報酬型

ストック
オプション

基本報酬 賞与

対象役員
（除く社外役員） 4 72 72 ― ― ― ―

対象従業員等 ― ― ― ― ― ― ―

2. 当社の対象役職員の報酬等の体系の設計および運用の適切性の評価に関する事項
（1）報酬等に関する方針について

当社は、「最高水準の資産管理総合サービスをグローバルな基準で効率的に提供するリーディングカストディバンク」を目
指しております。

このような経営方針の実現を目指し、当社の損益状況や経済、社会の情勢を踏まえ、当社として役位毎に適切な報酬の
水準を決定することとしております。

①「対象役員」の報酬等に関する方針
具体的な役員報酬制度としては、年額報酬を支払うこととしており、固定報酬として、役位毎に毎月現金で支払ってお

ります。なお、役員賞与、ストックオプションの制度はありません。
取締役の報酬は、株主総会において決議された役員報酬限度額の範囲内で決定しており、取締役会にて決定しており

ます。
監査役の報酬は、株主総会において、決議された役員報酬限度額の範囲内で監査役の協議により監査役が受ける個

人別の報酬等の額を決定しております。

（2）報酬等の全体の水準が自己資本に及ぼす影響について

①役員報酬
当社は役員報酬の支払総額について、損益の状況や自己資本の状況と比較した結果、自己資本比率に重大な影響を

与えないことを確認しております。
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有価証券等の時価情報
有価証券

（売買目的有価証券）
　該当ありません。

（満期保有目的の債券）
　該当ありません。

（その他有価証券）� （単位：百万円）

2021年3月期末 種類 取得価額 貸借対照表
計上額 差額

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
債券 ― ― ― 

国債 ― ― ― 
小計 ― ― ― 

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの
債券 1,500 1,500 △0 

国債 1,500 1,500 △0 
小計 1,500 1,500 △0 

合計 1,500 1,500 △0 
� （単位：百万円）

2022年3月期末 種類 取得価額 貸借対照表
計上額 差額

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
債券 ― ― ― 

国債 ― ― ― 
小計 ― ― ― 

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの
債券 1,500 1,500 △0 

国債 1,500 1,500 △0 
小計 1,500 1,500 △0 

合計 1,500 1,500 △0 
� （単位：百万円）

2023年3月期末 種類 取得価額 貸借対照表
計上額 差額

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
債券 ― ― ― 

国債 ― ― ― 
小計 ― ― ― 

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの
債券 ― ― ― 

国債 ― ― ― 
小計 ― ― ― 

合計 ― ― ― 

金銭の信託
　該当ありません。

デリバティブ
　銀行法施行規則第13条の3第1項第5号イからホまでに規定される取引所金融先物等、金融等デリバティブ取引、先物
外国為替取引、有価証券先物取引等については、該当ありません。

暗号資産
　該当ありません。
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貸倒引当金の期末残高および期中の増減額
　該当ありません。

銀行の有する債権のうち破産更生債権およびこれらに準ずる債権等の額および合
計額ならびに正常債権の額
� （単位：百万円）

2021年3月期末 2022年3月期末 2023年3月期末
破産更生債権およびこれらに準ずる債権 ─ ─ ─
危険債権 ─ ─ ─
三月以上延滞債権 ─ ─ ─
貸出条件緩和債権 ─ ─ ─
小計 ─ ─ ─
正常債権 495,617 490,711 480,432 

元本補塡契約のある信託に係る債権のうち破産更生債権およびこれらに準ずる
債権等の額および合計額ならびに正常債権の額
貸出金償却の額
　いずれも該当ありません。

金融再生法に基づく資産査定の状況
� （単位：百万円）

2021年3月期末 2022年3月期末 2023年3月期末
破産更生債権およびこれらに準ずる債権 ― ― ─ 
危険債権 ― ― ─ 
要管理債権 ― ― ─ 
正常債権 495,617 490,711 480,432 
合計 495,617 490,711 480,432 
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※	全国銀行協会は銀行法および農林中央金庫法上の指定紛争解決機関です。
※	信託協会は信託業法および金融機関の信託業務の兼営等に関する法律上の指定紛争解決機関です。

指定紛争解決機関の名称 一般社団法人全国銀行協会 一般社団法人信託協会

連絡先および電話番号 全国銀行協会相談室
0570-017109または03-5252-3772

信託相談所
0120-817335または03-6206-3988

当社は、「資産管理業務の新たな発展に貢献し、資産管理専門銀行として最高のサービスを提供する。」ことを経営ビジョン
に掲げ、資産管理業務に特化した金融機関として社会に貢献していく所存です。このため、当社では、中小企業向け貸出お
よび住宅ローンを含め、企業、個人向け貸出は行っていないことから、中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための 
直接的な取組みは行っておりません。

指定紛争解決機関について

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組みの状況

指定紛争解決機関とは、行政庁が指定した紛争解決機関で、金融機関の業務に関するお客さまからの苦情の申し出およ
び紛争の解決の申立てについて、公正中立な立場で解決のための取組みを行っております。

当社は、以下の指定紛争解決機関と契約を締結しております。

資料編
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開示対象項目一覧

銀行法施行規則

1. 概況及び組織に関する事項
・経営の組織
・大株主一覧
・役員一覧
・会計監査人の氏名又は名称
・店舗一覧
・銀行代理業者に関する事項

2. 主要な業務の内容

3. 主要な業務に関する事項
・直近の事業年度における事業の概況
・直近の五事業年度における主要な業務の状況を示す指標

経常収益
経常利益又は経常損失
当期純利益又は当期純損失
資本金及び発行済株式の総数
純資産額
総資産額
預金残高
貸出金残高
有価証券残高
単体自己資本比率
配当性向
従業員数
信託報酬
信託勘定貸出金残高
信託勘定有価証券残高 

（信託勘定電子記録移転有価証券表示権利等残高を除く。）
信託勘定暗号資産残高及び履行保証暗号資産残高
信託勘定電子記録移転有価証券表示権利等残高
信託財産額

・直近の二事業年度における業務の状況を示す指標として
別表に掲げる事項

　①主要な業務の状況を示す指標
業務粗利益、業務粗利益率、業務純益、実質業務純益、コ
ア業務純益及びコア業務純益（投資信託解約損益を除
く。）
資金運用収支、役務取引等収支、特定取引収支及び
その他業務収支
資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高、利息、
利回り及び資金利ざや
受取利息及び支払利息の増減
総資産経常利益率及び資本経常利益率
総資産当期純利益率及び資本当期純利益率

　②預金に関する指標
流動性預金、定期性預金、譲渡性預金その他の預金の
平均残高
定期預金の残存期間別の残高

　③貸出金等に関する指標
手形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引手形の平均残高
貸出金の残存期間別の残高
担保の種類別の貸出金残高及び支払承諾見返額
使途別の貸出金残高
業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合
中小企業等に対する貸出金残高及び貸出金の総額に
占める割合
特定海外債権残高の五パーセント以上を占める国別の
残高
預貸率の期末値及び期中平均値

　④有価証券に関する指標
商品有価証券の種類別の平均残高
有価証券の種類別の残存期間別の残高
有価証券の種類別の平均残高
預証率の期末値及び期中平均値

　⑤信託業務に関する指標
信託財産残高表
金銭信託等の受託残高
元本補塡契約のある信託の種類別の受託残高
信託期間別の金銭信託及び貸付信託の元本残高
金銭信託等の種類別の貸出金、有価証券及び暗号資産の
区分ごとの運用残高
金銭信託等に係る貸出金の科目別残高
金銭信託等に係る貸出金の契約期間別残高
担保の種類別の金銭信託等に係る貸出金残高
使途別の金銭信託等に係る貸出金残高
業種別の金銭信託等に係る貸出金残高及び貸出金の総額
に占める割合
中小企業等に対する金銭信託等に係る貸出金残高及び
貸出金の総額に占める割合
金銭信託等に係る有価証券の種類別の残高
暗号資産の種類別の残高

4. 業務の運営に関する事項
・リスク管理の体制
・法令遵守の体制
・中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の

状況
・指定銀行業務紛争解決機関の名称

5.	�直近の二事業年度における財産の状況に関する
事項

・貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書
・リスク管理債権額
・元本補塡契約のある信託のリスク管理債権額
・自己資本の充実の状況
・有価証券、金銭の信託、デリバティブ取引、暗号資産の時価

等情報
・貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
・貸出金償却の額
・会計監査

6. 報酬等に関する事項

7. 連結情報

金融機能の再生のための緊急措置に関する法律
施行規則

・資産査定の状況
正常債権
要管理債権
危険債権
破産更生債権及びこれらに準ずる債権
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